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公布された規則のあらまし

◇鳥取県補助金等交付規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

県の補助金等交付事務から暴力団の関与等を排除するため、対象事業者となる者が暴力団等であることが判

明した場合には、補助金等の交付決定を取り消すことができることとする等所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 知事は、対象事業者（知事が別に定める補助金等に係るものを除く。）となる者が、暴力団等に該当す

る場合には、補助金等の交付決定をしないことができることとする。

(２) 補助金等の交付決定を受けた対象事業者（知事が別に定める補助金等に係るものを除く。）が、暴力団

等に該当することが判明したときは、当該交付決定の全部又は一部を取り消すことができることとする。

(３) 補助金等の交付に係る申請書について所要の整備を行う。

(４) 施行期日等

ア 施行期日は、平成22年４月１日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。

◇鳥取県税条例施行規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

(１) 納税証明書の交付に係る手数料を徴しないこととする融資制度を見直す等所要の改正を行う。

(２) 身体障害者福祉法施行規則の一部が改正され、身体障害者手帳が交付される障害の区分に肝臓機能障害

の区分が加わることに伴い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 納税証明書の交付に係る手数料を徴しないこととする融資制度を改める。

(２) 自動車取得税の減免又は自動車税の課税免除に係る身体障害者等の障害の区分に肝臓機能障害を加え

る。

(３) その他所要の規定の整備を行う。

(４) 施行期日等

ア 施行期日は、平成22年４月１日とする(２)及び平成22年10月１日とする(３)の一部を除き、公布日とす

る。

イ 所要の経過措置を講ずる。

◇職員の職の設置に関する規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

平成22年４月の組織改正に伴い、職員の職に新たに統轄監、筆頭総室長、副寮長、准教授及び漁業取締専門

員の職を加える等所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 職員の職について、次のとおり改める。

ア 新設する職

統轄監、筆頭総室長、副寮長、准教授及び漁業取締専門員

イ 廃止する職

助教授

(２) 施行期日は、平成22年４月１日とする。

◇現業職員の給与に関する規則の一部改正について

１ 規則の改正理由
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職員の特殊勤務手当に関する条例の一部が改正され、同条例の適用を受ける職員に対する特殊勤務手当の支

給対象となる業務等が改められたことに伴い、同様の業務に従事する現業職員に対して特殊勤務手当を支給す

ることとする。

２ 規則の概要

(１) 特殊勤務手当に海上危険業務手当及び家畜保健衛生業務手当を追加する。

(２) その他所要の規定の整備を行う。

(３) 施行期日は、公布日とする(２)を除き、平成22年４月１日とする。

◇職員の退職手当の支給に関する規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

雇用保険法等の一部を改正する法律の施行に伴い、雇用保険法に規定する就業促進手当に相当する退職手当

の支給手続に係る規定等について所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 雇用保険法に規定する就業促進手当に相当する退職手当の支給手続に係る規定及び退職した者に交付す

る退職票の様式に係る規定中、引用する雇用保険法の条項等を改める。

(２) その他所要の規定の整備を行う。

(３) 施行期日は、平成22年４月１日とする。

平成22年３月31日 水曜日 鳥 取 県 公 報 号外第38号
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平成22年３月31日 水曜日 鳥 取 県 公 報 号外第38号

規 則

鳥取県補助金等交付規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成22年３月31日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第22号

鳥取県補助金等交付規則の一部を改正する規則

鳥取県補助金等交付規則（昭和32年鳥取県規則第22号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正後の欄中条及び号の表示に下線が引かれた条及び号（以下「追加条等」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を削り、同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（追加条等を除

く。）を加える。

改 正 後 改 正 前

（補助金等の交付の決定） （補助金等の交付の決定）

第６条 略 第６条 略

（交付決定をしないことができる場合）

第６条の２ 前条の規定にかかわらず、知事は、対象

事業者（知事が別に定める補助金等に係るものを除

く。）となる者が次の各号のいずれかに該当する場

合は、交付決定をしないことができる。

(１) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴対

法」という。）第２条第２号に規定する暴力団を

いう。以下同じ。）

(２) 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴

力団員をいう。以下同じ。）

(３) 暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活

動を行い、又は暴力団若しくは暴力団員と密接な

関係を有するもの

（交付決定の取消し等） （交付決定の取消し等）

第21条 知事は、次のいずれかに該当すると認めると 第21条 知事は、次のいずれかに該当すると認めると

きは、交付決定の全部又は一部を取り消すことがで きは、交付決定の全部又は一部を取り消すことがで

きる。 きる。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 対象事業者（知事が別に定める補助金等に係

るものを除く。）が、第６条の２各号のいずれか

に該当することが判明したとき。

２～４ 略 ２～４ 略
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平成22年３月31日 水曜日 鳥 取 県 公 報 号外第38号

様式第１号（第５条関係） 様式第１号（第５条関係）

年 月 日 年 月 日

職 氏 名 様 職 氏 名 様

住 所 住 所

申請者 氏 名 , 申請者 氏 名 ,

（団体にあっては、名称及 （団体にあっては、名称及

び代表者の氏名） び代表者の氏名）

年度（補助金等の名称）交付申請書 年度（補助金等の名称）交付申請書

（補助金等の名称）の交付を受けたいので、鳥取県 （補助金等の名称）の交付を受けたいので、鳥取県

補助金等交付規則第５条の規定により、下記のとおり 補助金等交付規則第５条の規定により、下記のとおり

申請します。 申請します。

記 記

略 略

(注) (注) 算定基準額が確定している場合は「算定基

準額」欄の「（見込みを）」を削除すること。

１ 算定基準額が確定している場合は「算定

基準額」欄の「（見込みを）」を削除する

こと。

２ 鳥取県補助金等交付規則第６条の２各号

の該当の有無について必要に応じ鳥取県警

察本部に照会することがある。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成22年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の日前に交付決定を受けた補助事業等については、改正後の鳥取県補助金等交付規則の規定

にかかわらず、なお従前の例による。
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平成22年３月31日 水曜日 鳥 取 県 公 報 号外第38号

鳥取県税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成22年３月31日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第23号

鳥取県税条例施行規則の一部を改正する規則

第１条 鳥取県税条例施行規則（昭和35年鳥取県規則第40号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下この条において「移動号」という。）に対応する

同表の改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下この条において「移動後号」という。）が存在する場

合には、当該移動号を当該移動後号とし、移動号に対応する移動後号が存在しない場合には、当該移動号（以

下この条において「削除号」という。）を削り、移動後号に対応する移動号が存在しない場合には、当該移動

後号（以下この条において「追加号」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（号の表示及び削除号を除く。以下この条において「改正部分」

という。）を当該改正部分に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（号の表示及び追加号を除

く。）に改める。

次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加える。

改 正 後 改 正 前

第４条 条例第16条第３項第３号に規定する規則で定 第４条 条例第16条第３項第３号に規定する規則で定

める融資制度は、次のとおりとする。 める融資制度は、次のとおりとする。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

(５) 同和地区中小企業者の振興を図るために行う

長期かつ低利の融資に必要な資金に対する融資

(５) 略 (６) 略

(６) 略 (７) 略

(７) 略 (８) 略

(８) 略 (９) 略

(９) 略 (10) 略

(11) 県内中小企業者等が経営改善を図るために行

う無担保小口融資の借換え等に要する資金に対す

る融資

(10) 略 (12) 略

(11) 略 (13) 略

(12) 県内中小企業者が有する売掛金債権又は棚卸

資産を担保として必要な資金を確保するための融

資

(13) 急激に経営状況が悪化した県内中小企業者等

の受注が増加した場合における資金需要等に対す

る融資

(14) 略 (14) 略

（法人の県民税均等割の減免の手続） （法人の県民税均等割の減免の手続）
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平成22年３月31日 水曜日 鳥 取 県 公 報 号外第38号

第35条の５ 条例第41条の３第１項の規則で定める法 第35条の５ 条例第41条の３第１項の規則で定める法

人は、次のとおりとする。 人は、次のとおりとする。

(１) 略 (１) 略

(２) 法第52条第２項第４号に規定する公共法人等 (２) 法第52条第２項第３号に規定する公共法人等

（認可地縁団体並びに公益社団法人及び公益財団 （認可地縁団体並びに公益社団法人及び公益財団

法人の認定等に関する法律（平成18年法律第49 法人の認定等に関する法律（平成18年法律第49

号）第２条に規定する公益社団法人及び公益財団 号）第２条に規定する公益社団法人及び公益財団

法人を除く。以下同じ。）で次に掲げる要件のい 法人を除く。以下同じ。）で次に掲げる要件のい

ずれかに該当するもの ずれかに該当するもの

ア～オ 略 ア～オ 略

２～５ 略 ２～５ 略

（自動車取得税の減免に係る身体障害者等の範囲等） （自動車取得税の減免に係る身体障害者等の範囲等）

第46条の４ 条例第134条の７第１号に規定する身体 第46条の４ 条例第134条の７第１号に規定する身体

障害者等(以下この節において「身体障害者等」と 障害者等(以下この節において「身体障害者等」と

いう。)は、次の各号のいずれかに該当する者とす いう。)は、次の各号のいずれかに該当する者とす

る。 る。

(１) 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号） (１) 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）

第15条第４項の規定により身体障害者手帳の交付 第15条第４項の規定により身体障害者手帳の交付

を受けている者のうち、次の表の左欄に掲げる障 を受けている者のうち、次の表の左欄に掲げる障

害の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる障 害の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる障

害の級別（身体障害者福祉法施行規則（昭和25年 害の級別（身体障害者福祉法施行規則（昭和25年

厚生省令第15号）別表第５号に定める障害の級別 厚生省令第15号）別表第５号に定める障害の級別

をいう。）に該当する障害を有するもの をいう。）に該当する障害を有するもの

障害の級別 障害の級別

当該身体障害者 当該身体障害 当該身体障害者 当該身体障害

障害の区分 等が運転する場 者等が運転す 障害の区分 等が運転する場 者等が運転す

合 る場合以外の 合 る場合以外の

場合 場合

略 略

ヒト免疫不全ウ １級から３級ま １級から３級 ヒト免疫不全ウ １級から３級ま １級から３級

イルスによる免 での各級 までの各級 イルスによる免 での各級 までの各級

疫機能障害 疫機能障害

肝臓機能障害 １級から４級ま １級から４級

での各級 までの各級

(２) 戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第168 (２) 戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第168

号）第４条の規定により戦傷病者手帳の交付を受 号）第４条の規定により戦傷病者手帳の交付を受

けている者のうち、次の表の左欄に掲げる障害の けている者のうち、次の表の左欄に掲げる障害の

区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる重度障 区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる重度障

害の程度又は障害の程度（恩給法（大正12年法律 害の程度又は障害の程度（恩給法（大正12年法律

第48号）別表第１号表ノ２に定める重度障害の程 第48号）別表第１号表ノ２に定める重度障害の程

度又は同法別表第１号表ノ３に定める障害の程度 度又は同法別表第１号表ノ３に定める障害の程度

をいう。）に該当する障害として知事が認めたも をいう。）に該当する障害を有するもの

のを有するもの

重度障害の程度又は障害の程度 重度障害の程度又は障害の程度
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障害の区分 当該身体障害 当該身体障害者 障害の区分 当該身体障害 当該身体障害者

者等が運転す 等が運転する場 者等が運転す 等が運転する場

る場合 合以外の場合 る場合 合以外の場合

略 略

小腸の機能障害 特別項症から 特別項症から第 小腸の機能障害 特別項症から 特別項症から第

第３項症まで ３項症までの各 第３項症まで ３項症までの各

の各項症 項症 の各項症 項症

肝臓機能障害 特別項症から 特別項症から第

第３項症まで ３項症までの各

の各項症 項症

(３)及び(４) 略 (３)及び(４) 略

第２条 鳥取県税条例施行規則の一部を次のように改正する。

第53号様式の７を次のように改める。

第53号様式の７（第35条の７関係）
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県民税配当割更正(決定) 
            通 知 書 
加 算 金 決 定 

 次のとおり更正（決定）したので通知しますから、太線部分の

額を同封の納入書により納入してください。 
 

         年   月   日 
 

職 氏 名     印     

住 所 
 
氏 名 

 通 知 書 番 号   納税番号   
 

特 別 徴 収
義 務 者 番 号 

  支 払 年 月 年         月分

区 分 課税標準額(支払額) 税 額 等 摘 要 

上場株式等の配当等 

更 正 ( 決 定 ) 額 円 円   

既申告(更正・決定)額         

差 引 不 足 額       

公募証券投資信託の収益の分配に係る配当等 

更 正 ( 決 定 ) 額 円 円   

既申告(更正・決定)額         

差 引 不 足 額       

特定投資法人の投資口の配当等 

更 正 ( 決 定 ) 額 円 円   

既申告(更正・決定)額         

差 引 不 足 額       

源泉徴収選択口座内配当等 

更 正 ( 決 定 ) 額 円 円   

既申告(更正・決定)額     

差 引 不 足 額    

差 引 不 足 額 合 計       

過 少 申 告 加 算 金       

不 申 告 加 算 金       

重 加 算 金       

過 少 申 告 加 算 金 不 申 告 加 算 金 

対 応 税 額 A 円 対 応 税 額 C 円

A の う ち 上 乗 せ
加 算 対 象 税 額 B   加 算 金 額 (C× )   

A×   重 加 算 金 

B×   対 応 税 額 D 円

加
算
金
の
算
出
基
礎 

額 
加

算

金 計   加 算 金 額 (D× )   

指 定 納 期 限 年     月     日 

延

滞

金 

 不足税額については、 年 月 日から納付の日までの期間に応じ税額
（1,000円未満の端数があるとき又はその全額が2,000円未満であるときは、
その端数金額又はその全額を切り捨てる。）に対し、年14.6パーセント（この
通知書による納期限までの期間又は当該納期限の翌日から１月を経過する日
までの期間については、年7.3パーセント（当該期間の属する各年の前年の11
月30日を経過する時における日本銀行法（平成９年法律第89号）第15条第１
項第１号の規定により定められる商業手形の基準割引率に年４パーセントの
割合を加算した割合（以下「特例基準割合」という。）が年7.3パーセントの
割合に満たない場合は、当該特例基準割合））の割合で計算した金額 

の
根
拠
法
令 

更
正(

決
定)

 

 地方税法第71条の32 
 
 鳥取県税条例第53条の８

 

お

知

ら

せ 

 この県税の賦課について不服がある場合は、この通知書を受け取った日の
翌日から起算して60日以内に行政不服審査法第４条の規定により、知事に審
査請求をすることができます。審査請求書は、なるべく総合事務所長を経由
して提出してください。 
 また、この県税の賦課処分の取消しの訴えは、この処分についての審査請
求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に、鳥取県
を被告として（訴訟において鳥取県を代表する者は知事となります。）、提起
することができます。なお、処分の取消しの訴えは、この処分についての審
査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することはできませんが、次の
①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ない
で処分の取消しの訴えを提起することができます。 
① 審査請求があった日から３か月を経過しても裁決がないとき。 
② 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため

緊急の必要があるとき。 
③ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

納

付

場

所 
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第１条中第46条の４の改正規定は平成22年４月１日から、第

35条の５の改正規定は平成22年10月１日から施行する。

（経過措置）

２ 平成22年４月１日から同月30日までの間に肝臓機能障害を障害の区分として身体障害者手帳の交付（再交付

を含む。）を受け、改正後の鳥取県税条例施行規則（以下「新規則」という。）第46条の４第１号の表に定め

る障害の級別に該当する障害を有する者が、同年５月24日までに新規則第50条の10第１項に規定する課税免除

申請書等を提出した場合には、当該者が同年４月１日前から当該肝臓機能障害を有すると認められる場合に限

り、平成22年度の自動車税の賦課期日において、条例第137条第４号に規定する身体障害者等に該当するもの

とみなす。
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職員の職の設置に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成22年３月31日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第24号

職員の職の設置に関する規則の一部を改正する規則

職員の職の設置に関する規則（昭和39年鳥取県規則第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線

が引かれた部分（以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、

改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

統轄監、部長、局長、所長、理事監、防災監、医 部長、局長、所長、理事監、防災監、医療政策

療政策監、行政監察監、会計管理者、次長、参事 監、行政監察監、会計管理者、次長、参事監、総室

監、筆頭総室長、総室長、本部長、検査監、室長、 長、本部長、検査監、室長、副局長、校長、院長、

副局長、校長、院長、館長、園長、課長、企画調整 館長、園長、課長、企画調整幹、参事、事務局長、

幹、参事、事務局長、主任教授、副所長、副校長、 主任教授、副所長、副校長、寮長、総括検査専門

寮長、総括検査専門員、検査専門員、税務専門員、 員、検査専門員、税務専門員、用地専門員、民工芸

用地専門員、民工芸振興官、チーム長、副本部長、 振興官、チーム長、副本部長、医療指導監、課長補

医療指導監、課長補佐、筆頭主幹、主幹、室長補 佐、筆頭主幹、主幹、室長補佐、館長補佐、事務次

佐、館長補佐、事務次長、教授、総括主計員、主計 長、教授、総括主計員、主計員、企画員、広報企画

員、企画員、広報企画員、船長、主任監察員、税務 員、船長、主任監察員、税務主幹、教務主幹、専技

主幹、教務主幹、専技主幹、普及主幹、用地主幹、 主幹、普及主幹、用地主幹、検査主幹、係長、副主

検査主幹、係長、副主幹、教務主任、身体障害者福 幹、教務主任、身体障害者福祉司、知的障害者福祉

祉司、知的障害者福祉司、査察指導員、保育士長、 司、査察指導員、保育士長、副保育士長、助教授、

副保育士長、副寮長、准教授、農業専門技術員、生 農業専門技術員、生活改良専門技術員、林業専門技

活改良専門技術員、林業専門技術員、普及指導員、 術員、普及指導員、林業普及指導員、機関長、航海

林業普及指導員、機関長、航海士長、漁業取締専門 士長、監察員、栄養主任、診療放射線主任、理学療

員、監察員、栄養主任、診療放射線主任、理学療法 法主任、作業療法主任、歯科衛生主任、言語聴覚主

主任、作業療法主任、歯科衛生主任、言語聴覚主 任、職業訓練指導主任、社会福祉主任、児童福祉主

任、職業訓練指導主任、社会福祉主任、児童福祉主 任、児童指導主任、児童心理主任、精神福祉主任、

任、児童指導主任、児童心理主任、精神福祉主任、 精神保健福祉主任、心理判定主任、心理療法主任、

精神保健福祉主任、心理判定主任、心理療法主任、 主事、学芸員、機械技師、電気技師、衛生技師、造

主事、学芸員、機械技師、電気技師、衛生技師、造 園技師、建築技師、商工技師、農林技師、水産技

園技師、建築技師、商工技師、農林技師、水産技 師、土木技師、教官、秘書、保健師、社会福祉主

師、土木技師、教官、秘書、保健師、社会福祉主 事、精神福祉主事、精神保健福祉士、心理療法士、

事、精神福祉主事、精神保健福祉士、心理療法士、 心理判定員、児童心理司、児童福祉司、児童自立支

心理判定員、児童心理司、児童福祉司、児童自立支 援専門員、児童指導員、児童生活支援員、生活指導

援専門員、児童指導員、児童生活支援員、生活指導 員、保育士、栄養士、理学療法士、医療ソーシャル

員、保育士、栄養士、理学療法士、医療ソーシャル ワーカー、講師、薬剤師、看護師、歯科衛生士、職

ワーカー、講師、薬剤師、看護師、歯科衛生士、職 業訓練指導員、改良普及員、林業改良指導員、機関
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業訓練指導員、改良普及員、林業改良指導員、機関 士、航海士、専門員、総括専門員、専門指導員、文

士、航海士、専門員、総括専門員、専門指導員、文 化財主事、場長、分場長、試験地長、特別研究員、

化財主事、場長、分場長、試験地長、特別研究員、 研究主任、研究員、副院長、医長、副医長、医師、

研究主任、研究員、副院長、医長、副医長、医師、 歯科医師、診療放射線技師、作業療法士、言語聴覚

歯科医師、診療放射線技師、作業療法士、言語聴覚 士、看護師長、副看護師長、看護主任、准看護師、

士、看護師長、副看護師長、看護主任、准看護師、 車庫長、副車庫長、守衛長、副守衛長、現業職長、

車庫長、副車庫長、守衛長、副守衛長、現業職長、 現業技術員、守衛、機械技手、検査助手、農業技

現業技術員、守衛、機械技手、検査助手、農業技 手、畜産技手、林業技手、現業主事、寮母、寮父、

手、畜産技手、林業技手、現業主事、寮母、寮父、 介助員、隊長、副隊長、隊員、保安管理員、液化石

介助員、隊長、副隊長、隊員、保安管理員、液化石 油ガス検査員、医療監視員、薬事監視員、毒物劇物

油ガス検査員、医療監視員、薬事監視員、毒物劇物 監視員、麻薬取締員、栄養指導員、環境衛生指導

監視員、麻薬取締員、栄養指導員、環境衛生指導 員、食品衛生監視員、家庭用品衛生監視員、防疫

員、食品衛生監視員、家庭用品衛生監視員、防疫 員、肥料検査員、土地調査員、建築主事、建築監視

員、肥料検査員、土地調査員、建築主事、建築監視 員、狂犬病予防員、動物愛護管理員、狂犬病予防技

員、狂犬病予防員、動物愛護管理員、狂犬病予防技 術員、動物愛護技術員、鳥取砂丘レンジャー、公営

術員、動物愛護技術員、鳥取砂丘レンジャー、公営 住宅監理員、小作主事、と畜検査員、地方種畜検査

住宅監理員、小作主事、と畜検査員、地方種畜検査 委員、家畜防疫員、森林害虫防除員、魚類防疫員、

委員、家畜防疫員、森林害虫防除員、魚類防疫員、 漁業監督吏員、道路監理員、河川監理員、砂防管理

漁業監督吏員、道路監理員、河川監理員、砂防管理 員、出納員、分任出納員、会計員、企業出納員及び

員、出納員、分任出納員、会計員、企業出納員及び 現金取扱員

現金取扱員

附 則

この規則は、平成22年４月１日から施行する。
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現業職員の給与に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成22年３月31日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第25号

現業職員の給与に関する規則の一部を改正する規則

現業職員の給与に関する規則（昭和32年鳥取県規則第46号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下「追加号」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線

が引かれた部分（追加号を除く。以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正

後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（特殊勤務手当の種類） （特殊勤務手当の種類）

第５条 特殊勤務手当の種類は、次のとおりとする。 第５条 特殊勤務手当の種類は、次のとおりとする。

(１) 災害応急作業等手当 (１) 災害応急等作業手当

(２)～(７) 略 (２)～(７) 略

(８) 海上危険業務手当

(９) 家畜保健衛生業務手当

（特殊勤務手当条例の例による手当） （特殊勤務手当条例の例による手当）

第６条 前条各号に掲げる特殊勤務手当の支給を受け 第６条 前条各号に掲げる特殊勤務手当の支給を受け

る職員の範囲及び手当の額は、職員の特殊勤務手当 る職員の範囲及び手当の額は、職員の特殊勤務手当

に関する条例（昭和27年鳥取県条例第39号。以下 に関する条例（昭和27年鳥取県条例第39号。以下

「特殊勤務手当条例」という。）の規定の適用を受 「特殊勤務手当条例」という。）の規定の適用を受

ける者の例による。ただし、次の表の左欄に掲げる ける者の例による。ただし、次の表の左欄に掲げる

手当の支給を受ける職員の範囲及び手当の額は、そ 手当の支給を受ける職員の範囲及び手当の額は、そ

れぞれ同表右欄に掲げる規定の適用を受ける者の例 れぞれ同表右欄に掲げる規定の適用を受ける者の例

による。 による。

災害応急作業等手当 特殊勤務手当条例第24条第１ 災害応急等作業手当 特殊勤務手当条例第24条第１

項第１号及び第２号 項第１号及び第２号

防疫等業務手当 特殊勤務手当条例第４条第１ 防疫等業務手当 特殊勤務手当条例第４条第１

項第１号及び第２号 項第１号

附 則

この規則は、平成22年４月１日から施行する。ただし、第５条第１号の改正規定及び第６条の改正規定（災害

応急等作業手当に係る部分に限る。）は、公布の日から施行する。
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職員の退職手当の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成22年３月31日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第26号

職員の退職手当の支給に関する規則の一部を改正する規則

職員の退職手当の支給に関する規則（昭和51年鳥取県規則第25号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線

が引かれた部分（以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、

改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が

存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（就業促進手当等に相当する退職手当の支給手続） （就業促進手当等に相当する退職手当の支給手続）

第23条 受給資格者又は条例第15条第15項に規定する 第23条 受給資格者又は条例第15条第15項に規定する

者は、同条第11項第４号から第６号までの規定によ 者は、同条第11項第４号から第６号までの規定によ

る退職手当の支給を受けようとするときは、同項第 る退職手当の支給を受けようとするときは、同項第

４号の規定による退職手当のうち雇用保険法第56条 ４号の規定による退職手当のうち雇用保険法第56条

の３第１項第１号イに該当する者に係る就業促進手 の２第１項第１号イに該当する者に係る就業促進手

当（以下「就業手当」という。）に相当する退職手 当（以下「就業手当」という。）に相当する退職手

当にあっては様式第18号の２による就業手当相当退 当にあっては様式第18号の２による就業手当相当退

職手当支給申請書に、同号ロに該当する者に係る就 職手当支給申請書に、同号ロに該当する者に係る就

業促進手当（以下「再就職手当」という。）に相当 業促進手当（以下「再就職手当」という。）に相当

する退職手当にあっては様式第18号の３による再就 する退職手当にあっては様式第18号の３による再就

職手当相当退職手当支給申請書に、同項第２号に該 職手当相当退職手当支給申請書に、同項第２号に該

当する者に係る就業促進手当（以下「常用就職支度 当する者に係る就業促進手当（以下「常用就職支度

手当」という。）に相当する退職手当にあっては様 手当」という。）に相当する退職手当にあっては様

式第19号による常用就職支度手当相当退職手当支給 式第19号による常用就職支度手当相当退職手当支給

申請書に、条例第15条第11項第５号の規定による退 申請書に、条例第15条第11項第５号の規定による退

職手当にあっては様式第20号による移転費相当退職 職手当にあっては様式第20号による移転費相当退職

手当支給申請書に、同項第６号の規定による退職手 手当支給申請書に、同項第６号の規定による退職手

当にあっては様式第21号による広域求職活動費相当 当にあっては様式第21号による広域求職活動費相当

退職手当支給申請書にそれぞれ受給資格者証又は特 退職手当支給申請書にそれぞれ受給資格者証又は特

例受給資格者証を添えて任命権者に提出しなければ 例受給資格者証を添えて任命権者に提出しなければ

ならない。ただし、受給資格者証又は特例受給資格 ならない。ただし、受給資格者証又は特例受給資格

者証を提出することができないことについて正当な 者証を提出することができないことについて正当な

理由があるときは、これを添えないことができる。 理由があるときは、これを添えないことができる。

２ 略 ２ 略

様式第５号（第６条関係） 様式第５号（第６条関係）

（表面） （表面）

年 月 日交付 年 月 日交付
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略 略

（裏面） （裏面）

備考 備考

退職した職員の注意事項 略 退職した職員の注意事項 略

任命権者の記載心得 任命権者の記載心得

１ 略 １ 略

２ 記載上の注意 ２ 記載上の注意

①欄には、退職した職員の氏名を記載するこ

と。

②欄には、退職した職員の生年月日及び満年

齢を記載すること。

③欄には、退職した職員の住所又は居所を記

載すること。

④欄には、退職した職員の退職前引き続いて

職員として勤務し始めた就職の年月日を記載す

ること。

⑤欄には、退職した職員の退職年月日を記載

すること。

⑥欄には、退職した職員の給与形態に応じて

(Ａ)欄又は(Ｂ)欄の該当箇所に○印を付けるこ

と。

⑦欄には、退職した職員の④欄から⑤欄まで

の退職手当の計算の基礎となった勤続期間及び

職員の退職手当に関する条例第15条第２項の規

定によって通算される期間の合計期間を記載す

ること。

⑧欄には、退職した職員を雇用保険法（昭和

49年法律第116号）の被保険者とみなした場合

において、同法第37条の２第１項に該当する者

は(Ｂ)欄に、同法第38条第１項各号のいずれか

に該当する者は(Ｃ)欄に、その他の者は(Ａ)欄

に○印を付けること。

⑨欄には、退職した職員の退職の月前最後の

６月間に支払われた給与の総額を記載し、職員

の基本となる給与が月給によって定められてい

る場合には、(Ａ)欄に給与の種類別に６月間の

総額を記載し、職員の基本となる給与が日給、

時間給等によって定められている場合には、

(Ｂ)欄にその各月の労働日数及び給与額を記載

すること。(Ｂ)欄に記載する場合には、退職者

の給与がすべて日給、時間給等労働量に応じて

支給するものであるときは、(ア)の欄にのみ記

載し、退職者の給与が一部は日給、時間給等、

一部は月、週その他の期間によって支給すると

きは、(ア)の欄及び(イ)の欄にそれぞれ区別し
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て各月の総額を記載すること。

⑩欄には、退職した職員の賃金日額及び算定

の方式を記載すること。

⑪欄には、退職した職員の退職時に支払った

一般の退職手当等の額を記載すること。なお、

説明欄には、一般の退職手当等の全部又は一部

を支給しないこととする処分が行われた場合に

はその旨を記載すること。

⑫欄には、退職した職員の退職時の給料月額

（給料が日額で定められている者にあっては、

日額）を記載すること。

⑬欄には、職員の退職した事由により該当欄

のアルファベットに○印を付けること。

⑭欄には、職員の退職事由を詳細に記載する

こと。

(１) ①欄には、退職した職員の氏名を記載す

ること。

(２) ②欄には、退職した職員の生年月日及び

満年齢を記載すること。

(３) ③欄には、退職した職員の住所又は居所

を記載すること。

(４) ④欄には、退職した職員の退職前引き続

いて職員として勤務し始めた就職の年月日を

記載すること。

(５) ⑤欄には、退職した職員の退職年月日を

記載すること。

(６) ⑥欄には、退職した職員の給与形態に応

じて(Ａ)欄又は(Ｂ)欄の該当箇所に○印を付

けること。

(７) ⑦欄には、退職した職員の④欄から⑤欄

までの退職手当の計算の基礎となった勤続期

間及び職員の退職手当に関する条例第15条第

２項の規定によって通算される期間の合計期

間を記載すること。

(８) ⑧欄には、退職した職員を雇用保険法

（昭和49年法律第116号）の被保険者とみな

した場合において、同法第37条の２第１項に

該当する者は(Ｂ)欄に、同法第38条第１項に

規定する短期雇用特例被保険者に該当する者

は(Ｃ)欄に、その他の者は(Ａ)欄に○印を付

けること。

(９) ⑨欄には、退職した職員の退職の月前最

後の６月間に支払われた給与の総額を記載

し、職員の基本となる給与が月給によって定

められている場合には、(Ａ)欄に給与の種類
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別に６月間の総額を記載し、職員の基本とな

る給与が日給、時間給等によって定められて

いる場合には、(Ｂ)欄にその各月の労働日数

及び給与額を記載すること。(Ｂ)欄に記載す

る場合には、退職者の給与がすべて日給、時

間給等労働量に応じて支給するものであると

きは、(ア)の欄にのみ記載し、退職者の給与

が一部は日給、時間給等、一部は月、週その

他の期間によって支給するときは、(ア)の欄

及び(イ)の欄にそれぞれ区別して各月の総額

を記載すること。

(10) ⑩欄には、退職した職員の賃金日額及び

算定の方式を記載すること。

(11) ⑪欄には、退職した職員の退職時に支払

った一般の退職手当等の額を記載すること。

なお、説明欄には、一般の退職手当等の全部

又は一部を支給しないこととする処分が行わ

れた場合にはその旨を記載すること。

(12) ⑫欄には、退職した職員の退職時の給料

月額（給料が日額で定められている者にあっ

ては、日額）を記載すること。

(13) ⑬欄には、職員の退職した事由により該

当欄のアルファベットに○印を付けること。

(14) ⑭欄には、職員の退職事由を詳細に記載

すること。

附 則

この規則は、平成22年４月１日から施行する。




